
資料2－5  

資料2－5市区町村におけるがん検診の実施状況等について（平成21年1月時点）  
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【周知方法】  

問53．がん検診の周知方法について、該当する項目に1を記して下さい。  

ア）対象者に個別に郵送等で通知  

ウ）自治体のホーームページで周知  

オ）その他〔  

イ）自治体の広報誌で周知  

エ）個別訪問して通知  

【その他のがん】  

検診実施  

（参考）  

指針  「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」  

（こ平成20年3月1日付け健発第0331058号「がん予防重点健康教育及びがん検診  

実施のための指針について」の別添）   

集団検診二  検診日時、検診場所を設定し集団で行う検診方式   

個別検診： 医療機関等において利用券方式等により個人単位でいつでもうけられる検診方式  
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資料2－6   
市区町村におけるがん検診の受診率の算出について  

背景につい  て  

市区町村が実施するがん検診（以下「市区町村がん検診」）の受診状況等  

については、「地域保健・老人保健事業報告」（平成20年度から「地域保  

健・健康増進事業報告」）により毎年公表されている。   

一方で、がん検診受診率の分母となる「対象者数」について、各市区町村  

がそれぞれ独自の考え方により設定しており、このため、複数の市区町村の  

がん検診受診率を同一基準で比較・評価することができなかった。   

このため、厚生労働省に設置された「がん検診事業の評価に関する委員  

会」において専門家による′検討を行い、市区町村がん検診の受診率を比較・  

評価するために用いる「対象者数」の統一的な考え方が、同委員会報告書  

「今後の我が国におけるがん検診事業評価の在り方について」 （平成20年  

3月）において提案された。  

今回の算出について   

この度、同報告書の提案を踏まえ、以下の方法により「推計対象者数」の  

算出をおこなうとともに、「推計対象者数」を用いた平成18年度のがん検  

診受診率を、全市区町村について算出したところである。   

平成19年度以降のがん検診受診率についても、引き続き同様の算出を行  

っていくこととする（別紙参照）。  

○ 受診率の分母は、上記報告書において提案された考え方を参考として、   

以下の方法により算出した。各係数にLは、「平成17年国勢調査」におい   

て報告された人数を用いた。  

「  

i40歳以上（子宮がん検診は20歳以上）t・男女ごとに、以下の§ ＼  
l計算式で算出した人数を「推計対象者数」とする。  
＼ ！各係数は直近の国勢調査において報告された人数を用いる0  

、  

l  

l  

一二≡夏丁：   

市区町村  

人  口  

推   
計  

対象者数  
就業者数  
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○ 受診率の分子は、「平成18年度地域保健・老人保健事業報告」におい   

て報告された各種がん検診の受診者数とした。  
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（別紙）使用する統計表  

分子（受診者数）の出典   分母（推計対象者数（①－②十③））の出典  

がん検診受診者数   ① 市区町村人口   ② 就業者数   ③ 農林水産業従事者数   

平成18年度地域保健t老人保健事業報告   平成17年国勢調査〔平成17年10月1日現在〕  
平成18年度  

（公表済）   （公表済）  

平成19年度   
平成19年度地域保健・老人保健事業報告  
（平成20年度末目途公表予定）  

平成20年度   
平成20年度地域保健・健康増進事業報告  
（平成21年度末目途公表予定）  

平成21年度   
平成21年度地域保健■健康増進事業報告  
（平成22年度末目途公表予定）  

平成22年度   
平成22年度地域保健・健康増進事業報告   平成22年国勢調査〔平成22年10月1日現在〕  
（平成23年度末目途公表予定）   （平成23年度以降公表予定）  

検診の  
平成23年度   

平成23年度地域保健・健康増進事業報告  
実施年度   （平成24年度末目途公表予定）  

平成24年度   
平成24年度地域保健■健康増進事業報告  
（平成25年度末目途公表予定）  

平成25年度   
平成25年度地域保健・健康増進事業報告  
（平成26年度末目途公表予定）  

平成26年度   
平成26年度地域保健・健康増進事業報告  
（平成27年度末目途公表予定）  

平成27年度   
平成27年度地域保健1健康増進事業報告   平成27年国勢調査〔平成27年10月1日現在〕  
（平成28年度末目途公表予定）   （平成28年度以降公表予定）  

平成28年度   
平成28年度地域保健t健康増進事業報告  
（平成29年度末目途公表予定）   

※ 平成19年度以降については予定。   



資料2－7  
都道府県がん対策推進計画策定状況（平成21年2月26日現在）  

策定  
都道府県  

状況   
策定時期   

25  滋 賀 県   済   平成20年12月   

26  京 都 府   済   平成20年3月   

2了  大 阪 府   済   平成20年8月   

28  兵 庫 県   済   平成20年2月   

29  奈 良 県  未策定  

30  和歌山県   済   平成20年3月   

策定  
都道府県  

状況   
策定時期   

口  北 海 道   済   平成20年3月   

2  青 森 県   済   平成20年5月   

3  岩 手 県   済   平成20年3月   

4  宮 城 県   済   平成20年3月   

5  秋 田 県   済   平成20年4月   

6  山 形 県   済   平成20年3月   

7  福 島 県   済   平成20年3月   

8  茨 城 県   済   平成20年3月   

9  栃 木 県   済   平成20年3月   

10  群 馬 県   済   平成20年3月   

皿  埼 玉 県   済   平成20年3月   

12  千 葉 県   済   平成20年3月   

13  東 京 都   済   平成20年3月   

14  神奈川県   済   平成20年3月   

15  新 潟 県   済   平成20年7月   

16  富 山 県   済   平成20年3月   

17  石 川 県   済   平成20年3月   

18  福 井 県   済   平成20年3月   

19  山 梨 県   済   平成20年3月   

20  長 野 県   済   平成20年3月   

21  岐 阜 県   済   平成20年3月   

22  静 岡 県   済   平成20年3月   

23  愛 知 県   済   平成20年3月   

24  三 重 県   済   平成20年7月  
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（平成21年2月26日現在）  

ケアについての基本的な知識を習得することについて、  

師数を増加させることについて、「5年以内」の目標  

アチームを設置しているがん診療を行っている医療機  
関を複数箇所整備することについて、「5年以内」の  

※1 基本計画においては、「10年以内」となっている。  

※2 奈良県及び岡山県は未策定である。  
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